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令和２年4月17日

日本旅館協会 会員各位

一般社団法人 日本旅館協会
新型コロナウイルス対策本部
本 部 長 北原茂樹会長
副本部長 浜野浩二副会長
副本部長 竹内順一副会長

新型コロナウイルス感染症対策に関して　第３版

〈雇用調整助成金特別版〉
自分で申請しよう！雇調金！！

　第３版となる今回は、「自分で申請しよう！雇調金！！」と銘打って、今後の運営にもっとも重要
となるであろう雇用調整助成金（雇調金）の申請に関する「事前準備編」をお送りします（早々に第４
版で申請編をお送りします）。
　すでに社労士に依頼・相談し、申請している施設もあるかと思いますが、社労士への報酬も貴重
な資金ですし、申請書類の大幅な簡素化が行われた結果、申請のハードルは非常に低くなりました
ので、自館での申請は十分可能です。
　必要書類は厚労省のウェブサイトからダウンロードできますが、わかりやすいように日本旅館協
会のウェブサイトからまとめてダウンロードできるようにしています。この第３版についても同様
にダウンロードできますので、ＦＡＸでは見にくい場合はそちらを参照してください。
　なお、今回の雇調金の説明は「休業」に関してのみです。休業以外に「出向」「研修」も制度化され
ていますが、これらについては説明の対象としませんのであらかじめご了承ください。
　そのほか、第３版では新たな支援策や観光振興策に関しても少し触れていきます。
　また、各所との折衝において、伝えられている内容と異なる応対があった場合は、引き続き事務
局（電話：03-5215-7337／ FAX：03-5215-7338）まで速やかにご連絡ください。

　追記：第２版で触れた「定点調査」に関しては行わないことと致しました。
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１．雇用調整助成金の変更事項
　雇調金の申請が簡素化され、特例が拡充されています。特に４月１日〜６月30日は緊急対応期間と
して大幅な拡充が行われています。

〈拡充内容〉…★は緊急対応期間のみの措置。○は1/24以降に関して遡及適用。
★生産指標の緩和→前年比５％減で可（事後提出できるので休業実施の前月比較でなくても可。例：

４月の休業に関し、計画届を５月に提出するのならば４月の前年比較で可）
★助成率の引き上げ→中小企業4/5、大企業2/3
★解雇、雇い止め、派遣契約解除等がない場合に上乗せ→中小企業9/10、大企業3/4
★雇用保険被保険者以外の労働者も対象

①雇用保険被保険者となるべき者が未適用だった場合は適用の手続きが必要
②雇用保険被保険者ではない事業主や役員に関しては「労働者災害補償保険」に任意加入してい

る場合には対象
★教育訓練の加算額の引き上げ→中小企業2,400円、大企業1,800円

①接遇・マナー研修、パワハラ・セクハラ研修などの職業や職務の種類を問わずに一定の知識
やノウハウを身につける訓練も対象

②反復訓練が必要なものにおいて過去に行った訓練を行う場合も対象（同一の対象期間を除く）
★自宅での教育訓練も可

↑自宅でインターネット等を用いて行う片方向・双方向の訓練も、一定程度の技能や実務経験、
経歴のある者が講師として行う場合は対象

★緊急対応期間中の休業は通常の支給限度日数（年間100日）とは別枠設定（最大91日）
○残業相殺を停止
○休業規模要件の緩和→中小企業1/40、大企業1/30
○短時間休業の要件緩和→部署毎や同一勤務シフト毎など、一定のまとまりでの短時間休業

〈簡素化内容〉
○残業相殺停止により残業時間の記載が不要
○日毎の休業実績の記載が不要（合計日数のみ）
○添付書類の削減→委任状の廃止等

2．雇用調整助成金の申請準備
　雇調金は「事前準備→計画届の提出→休業実施→申請書の提出」が通常の流れですが、現在、特例措
置として計画届の事後提出（〜6/30）が可能です。従って計画・申請はのちほどまとめて作成すると
して、まずは事前準備を進める必要があります（最終頁に必要書類の一部箇所の抜粋を掲載しています）。

（Ａ）「労働保険確定保険料申告書」の用意
　最新の労働保険確定保険料申告書を用意してください。昨年の７月に労基署に提出した控えが
あるはずです。社労士が関与していれば社労士事務所に、関与がない場合は手元にあるかと思い
ます。今回の申請にあたっては平成30年度（2018年４月〜2019年３月）のものを使用します。
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（Ｂ）「前年度の年間所定労働日数」の算出
　2019年３月末時点における「雇用保険被保険者」を把握してください。
　正規社員だけでなく、非正規社員であっても常態的に週20時間以上の労働を行う場合は雇用保
険に加入しています。
　雇用保険は自動で加入するわけではないので未加入の場合もあります。「支給控除一覧表」など
を参照して19年３月分で雇用保険料が引かれていれば加入者であると考えられます。
　被保険者が判明したら以下の要領で年間所定労働日数の算出を行います。

①　「年間所定労働日数」が同一の人をまとめます。年間所定労働日数とは365日から年間休日付
与日数を差し引いた日数のことで、休日出勤が常態化していたとしても休日出勤は含みません。

②　全員が同一日数であれば19年３月末の被保険者数を、部署や就業形態によって日数が異なる
場合はそれぞれの日数ごとにまとめてください。

③　非正規等で所定労働日数が定められていない被保険者がいる場合は、各人ごとの平成30年
度（2018年４月〜2019年３月）の総実働日数を計算してください。１日４時間勤務などの短
時間労働であっても気にする必要はありません。実働の出勤日数だけを合計してください。

④　被保険者の総労働日数を被保険者数で割ります（小数点以下は切下）。

■社員10人・パート３人の全員が265日出勤であれば
265日×（社員10人＋パート３人）  

＝ 
 265×13  

＝  265日
　　社員10人＋パート３人　　　　　　 13

■社員10人は265日・パート３人は240日であれば
（265日× 社員10人）＋（240日× パート３人）  

＝
  2650＋720  

＝  259日（小数点以下切下）
　　　　　社員10人＋パート３人　　　　　　　　　　13

■社員10人は265日・パート３人はバラバラであれば
（265日×社員10人）＋255日＋250日＋245日  

＝
  2650＋750  

＝  261日（小数点以下切下）
　　　　　社員10人＋パート３人　　　　　　　　　　　13

（Ｃ）「平均賃金額」の算出
　厚労省で用意している「雇用調整助成金 助成額算定書」を準備してください。用意するのは「雇
調金　緊急特例期間用」で検索し、雇用保険被保険者の項の「※令和２年４月１日をまたぐ申請の
場合」の「支給申請書、助成額算定書」を含むエクセルファイルです（または旅館協会のサイトから）。
　ファイルは雇用保険被保険者用として「４月〜６月専用」のものと「４月１日をまたぐ申請」のも
の、雇用保険被保険者以外用のものの計３種類あります。助成内容が異なるためですが、今回の
解説では雇用保険被保険者用の「４月１日をまたぐ申請」のものを使用します。

①　助成額算定書の「（１）前年度１年間の雇用保険の保険料の算定基礎となる賃金総額」欄に、
「（Ａ）労働保険確定保険料申告書」の「⑧保険料・一般拠出金算定基礎額」の「（ハ）雇用保険法適
用者分」の数値を入力。
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　※65歳以上の雇用保険被保険者は平成30年度に関しては雇用保険料が免除されています。労
働保険確定保険料申告書の「⑥免除対象高年齢労働者数」欄に人数が記載されている場合は
「（ハ）雇用保険法適用者分」ではなく、「（ホ）保険料算定対象者分」の数値を入れてください。

②　助成額算定書の「（２）前年度１年間の１箇月平均の雇用保険被保険者数」欄に、「（Ａ）労働保
険確定保険料申告書」の「⑤雇用保険被保険者数」を入力してください。

　※上記同様、65歳以上の免除者がいる場合は、「⑤雇用保険被保険者数」から「⑥免除対象高
年齢労働者数」を引いた数値を入力。

③　助成額算定書の「（３）前年度の年間所定労働日数」欄に、「（Ｂ）前年度の年間所定労働日数の
算出」で出た日数を入力。

④　（４）に平均賃金額が自動で計算されます。

（Ｄ）「助成率」の確認
　自社の助成率を確認してください。
　助成額算定書で、上段（令和２年３月31日まで）では1/2・2/3、下段（令和２年４月１日から）
では2/3・3/4・4/5・9/10から選択することができます。
　中小企業は上段の2/3と下段の4/5・9/10、大企業は上段の1/2と下段の2/3・3/4をそれ
ぞれ使用します。助成率は以下に従って確認してください。

①　サービス業の中小企業の区分けは「資本金5,000万円以下又は従業員100人以下」です（101
人以上は大企業）。今回は特例措置として従業員が100人以下であれば資本金額については問
わないことになっていますので、従業員要件だけを確認します。

　　「従業員」とは「常時雇用する労働者の数」です。正規・非正規問わず、期間の定めなく雇用し
ている労働者の全体数のことです。ただ、長年働いているアルバイトであっても、「忙しいとき
だけ頼んでいる」などの、出勤が不定期で明確でない者は含めません。役員も含めません。

②　４月１日以降に使用する中小企業4/5・9/10、大企業2/3・3/4の違いは、以下の２点で判
定され、どちらにも該当しない場合に助成率の高い方を選択できます。

　ア）本年１月24日以降に労働者の解雇（自社都合による派遣労働者の契約解除も含む）を行っ
ていないこと。

　イ）本年１月24日以降の労働者数が８割以下に減少していないこと（＝「解雇はしていないけど
自主的に辞めた」が２割以上あってはダメ）。

③　自社が使用する助成割合が確認できたら、助成額算定書の「（７）１人日当たり助成額単価」に
て、３月末まで・４月以降、それぞれの助成率を選択してください。

（Ｅ）「休業手当等の支払い率」の算出
　上記（Ｃ）（Ｄ）が終了した段階で、助成額算定書の「（５）休業手当等の支払い率」欄に休業手当
の支払い割合を入力すると、「（６）基準賃金額」「（７）１人日当たりの助成額単価」に自動的に数字
が反映されます。この（７）が従業員を１日休業させた際に支給される雇用調整金助成金の額です。

（５）支払い率を高く設定すれば（７）助成額単価が増額（最大8,330円）されます。
　助成額単価を上限の8,330円とするには、2/3では（６）基準賃金額が12,495円、9/10で
は9,255円以上になる必要があります。（６）に注目しつつ、自社の資産状況を考えながら（５）
の支払い率を変化させて支払い率を決定してください。



5

　（５）の支払い率にはいくつか注意点があります。
①　支払い率60％以上であること（労働基準法による）。
②　最低支払率を入力すること。実際の休業手当の支払い率で、日給の高い者を低く、低い者を

高くするなど、労働者ごとに率を変化することは労働基準法においては可能ですが、そのよう
に支給した場合は低い方の支払い率が採用されるため、結果的に助成額も低くなります。

　なお、雇調金はすべて全体で考えます。全体でどれだけ給与を支払うのか、全体で何日間働く
のか、全体で何日分休業したのか、です。「誰を休ませたらいくらもらえるのか」ではありません。
　「（７）１人日当たり助成額単価」は誰を休ませようがこの金額が助成されます。日給20,000円
の人を休ませようが、日給5,000円の人を休ませようが同じ料金です。
　「（４）平均賃金額」が12,000円だったとした場合に、助成率9/10では支払い率を78％にす
ると助成額が上限の8,330円になります。支払い率と自社負担額の変化を以下に検証します。

〈上記例における、支払い率の変化と自社負担額〉
■支払い率78％だと、（６）基準賃金は9,360円、（７）単価は上限の8,330円（実際は8,424円）

・日給20,000円 × 支払い率78％＝休業手当15,600円
・日給5,000円 × 支払い率78％＝休業手当3,900円
　→休業手当総支給額＝15,600円＋3,900円＝19,500円
　→助成額＝8,330円＋8,330円＝16,660円　…差引2,840円が自社の負担額

■支払い率60％だと、（６）基準賃金は7,200円、（７）単価は6,480円
・日給20,000円 × 支払い率60％＝休業手当12,000円
・日給5,000円 × 支払い率60％＝休業手当3,000円
　→休業手当総支給額＝12,000円＋3,000円＝15,000円
　→助成額＝6,480円＋6,480円＝12,960円　…差引2,040円が自社の負担額

　上記のように支払い率を下げることで受ける助成額は減少しますが、休業手当の支払い額が下
がるため、自社負担額も低下します。どの支払い率が最適かは各社によって異なりますので、さ
まざまにご検討ください。
　なお、３月分給与ですでに休業手当を支払っている場合は、その率を採用してください。休業
手当の支払い率は第４版で説明する「休業協定書」に記載する必要がありますが、指定する期間ご
とに支払い率を変化させることもできます（３月は60％とし、助成率が拡大される４月以降は80
％とするなど）。

（Ｆ）「休業手当」の算出方法
　雇調金の申請とは直接関係ありませんが休業手当の算出方法をおさらいしておきます。（Ｅ）で
休業手当等の支払い率が確定することで、実際に支払う金額を算出できます。

①　支給予定月の前３カ月分（３月分なら12月・１月・２月）の給与支給額を合計します。給与支
給額には交通費、役職手当、残業手当、家賃補助等の諸手当を含み、期間中に遅刻や欠勤があ
った場合は控除して構いません。社会保険料や所得税、住民税のほか、寮費や食費等は控除し
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ません（前3カ月の実績がない新入社員は実績があったと仮定して計算します）。
②　①の合計を12月・１月・２月の暦日数で割ります（12月・１月は31日、２月は29日なの

で91日）。これが日給です（一般的な日給とは計算方法が異なります）。
③　非正規や、欠勤が多かった正規社員などについては、②で出た値と、「３カ月分の総支給額を
〈実際の出勤日数×0.6〉で割った値」で比較して、高い方を採用します。

④　②または③に（Ｅ）の支払い率を掛けたものが各人の１日当たりの休業手当支給額です。

※雇調金に関しては、第4版の計画・申請編に続きます。

3．金融対策
（１）新型コロナウイルス感染症特例リスケジュール計画策定支援
　元金の返済猶予や新規融資、リスケ計画の策定などを中小企業再生支援協議会（支援協）が無料サポ
ートします。支援協に介入してもらうことでリスケ計画に対する金融機関との調整が円滑となり、格
付の引下不安を解消できます（なお、今般のコロナウイルスに由来する経営環境悪化にともなうリスケ
に関しては格付の変更は行わない旨、金融庁より各金融機関に指導が行われております）。
　本格的再生支援を希望する場合は、事業計画策定に必要な費用等の負担が軽減される予定です。

（２）持続化給付金
　特に大きな影響を受けた事業者に対し、200万円を上限とした給付金が直接支給されます。詳細は
未定ですが、前年同月比が50％以上減少した月がある場合に給付が行われます。

（３）納税の猶予
　２月以降に売上が前年比20％以上減少した事業者については申請することで無担保かつ延滞税なし
で納税の猶予が受けられます。法人税、消費税、申告所得税、固定資産税など。

（４）固定資産税の軽減
　２月〜10月までの任意の３カ月間の売上高が前年比で30〜50％減少した場合に固定資産税の
1/2が減免、50％以上の減少では全額が免除されます。減免されるのは2021年度分（来年払う分）
の固定資産税および都市計画税の設備や建物にかかる税額で、2020年度分は上記（３）納税の猶予に
おいて１年間の猶予が可能ですので、実質的に2020年度の支払いはなくなります。要申請。

4．観光振興策
　詳細は決定していませんが、「Go To Travel キャンペーン」として、期間中に旅行業者を通じて旅
行商品を購入した場合、１人当たり1回につき最大20,000円分のクーポンを付与。そのほか、「Go 
To Eat」「Go To Event」「Go To 商店街」などと合わせ、総額１兆6,794億円の振興策を行う予定です。
　また、総額96億円を投じて訪日外客の需要回復のためのプロモーションを行う予定です。

以　上
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様式第6号（第24条、第25条、第33条関係）（甲）　

　　労労働働保保険険 概概算算・・確確定定  保保険険料料申申告告書書
下記のとおり申告します。

平成　　　年　　　月　　　日

① 所掌 あて先　〒
労
働
保
険

－

※提出年月日(元号：平成は7) ③事業廃止等年月日（元号：平成は7） ※事業廃止等理由

－ － －－ － － －
④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 　※保険関係 ※片保険理由コード

労労働働保保険険特特別別会会計計歳歳入入徴徴収収官官殿殿

⑦

(ｲ) (ｲ) 1000分の (ｲ)

 千円 18.0 円

(ロ) (ﾛ) 1000分の (ロ)

 千円 ★★★．★★ 円

(ハ)

 千円

(ニ) (ﾆ) 1000分の (ニ)

 千円 18.0 円

(ホ) (ﾎ) 1000分の (ホ)

 千円 18.0 円

⑪

(ｲ) (ｲ) 1000分の (ｲ)

 千円 18.0 円

(ロ) (ﾛ) 1000分の (ロ)

 千円 ★★★．★★ 円

(ハ)

 千円

(ニ)

 千円

(ホ) (ﾎ) 1000分の (ホ)

 千円 18.0 円

⑮事業主の郵便番号(変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入） ⑰

－ － －  延納の申請 納付回数

　

　

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

（チ）概算保険料額  （リ）充当額  （ヌ）第3期納付額

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

⑳

期

別

納

付

額

 （ハ）不足額

（⑱－⑩の（イ）） （ロ）⑳

⑳

事

業

主

　　全期又は

　　第1期（初期）

第　2　期

第　3　期

 （イ）概算保険料額  （ロ）充当額

   （イ） 労災保険

   （ロ） 雇用保険

⑳加入している
労働保険

   （ｲ） 所 在 地

   （ロ） 名   称

    （イ） 該当する

    （ロ） 該当しない
（イ） 住  所

（ロ） 名  称

（ハ） 氏  名

⑳特掲事業

⑳

事

業

－ （　　　　　）　　　　－

記名押印又は署名

印

　⑳ 事業又は
　　　作業の種類

郵便番号 電話番号

　　  理 由
(1) 廃止
(3) 個別

(2) 委託
(4) その他

　⑳ 保 険 関 係
 　　 成立年月日
  ⑳ 事業廃止等

 （ニ）今期納付額

 （ホ）概算保険料額  （ヘ）充当額  （ト）第2期納付額

差引額 充当額 円 還付額

 ⑲ 申告済概算保険料額

 ⑲ 増加概算保険料額
   （⑭の（イ）－⑲）

（ハ）

不足額

⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額
円

円

（⑩の（イ）－⑱）（⑱－⑩の（イ））

円

（イ）

⑩ 確 定 保 険 料 額 （ ⑧ × ⑨ ）

算 定 期 間        平成　　年　　月　　日     から     平成　　年　　月　　日     まで

算 定 期 間        平成　　年　　月　　日     から     平成　　年　　月　　日     まで

⑭ 概 算 保 険 料 額 （ ⑫ × ⑬ ）⑫ 保険料算定基礎額の見込額 ⑬保険料率

（ 労 災 ＋ 雇 用 ）

労 災 保 険 分

雇

用

保

険

分

事業主控

保 険 料 算 定

対 象 者 分

雇 用 保 険 法

適 用 者 分

高 年 齢

労 働 者 分

区 分

都道府県

労 働 保 険 料

雇

用

保

険

分

雇 用 保 険 法

適 用 者 分

高 年 齢

労 働 者 分

保 険 料 算 定

対 象 者 分

継 続 事 業
(一括有期事業を含む。 )

※　各　種　区　分
管轄（2） 産業分類保険関係等 業　　種基　　幹　　番　　号 枝　　番　　号

⑥免除対象高年齢労働者数

労 災 保 険 分

⑧ 保 険 料 算 定 基 礎 額 ⑨ 保険料率

管轄（1）

労 働 保 険 料

区 分

（ 労 災 ＋ 雇 用 ）

円

人

日

円

％ ％ ％

円 円 円

様式特第11号助成額算定書（新型コロナウイルス感染症関係）

教 育  訓  練

（１） 前年度１年間の雇用保険の保険料
　　　 の算定基礎となる賃金総額

休 業
全日 短時間

雇用調整助成金助成額算定書

（事業所番号）（事業所名）

（２） 前年度１年間の１箇月平均の
　　　 雇用保険被保険者数

円

円 円

（３） 前年度の年間所定労働日数

（４） 平均賃金額
　　　［(1)/ （(2)×(3)）］

（６） 基準賃金額
　　　［(4)×(5)］

（５） 休業手当等の支払い率
　　※就業規則、 休業等協定によって定められた、
        休業手当の支払率又は教育訓練中の賃金の
        支払い率。

円 円

円

～令和２年３月31日

令和２年４月１日～

（７）１人日当たり助成額
単価

※基本手当日額の最高額を
超える時は当該最高額

(6)×助成率

(6)×助成率

55

ハハ

ホホ

66

⑥欄に数字がある→○ハ　ない→○ホ

⑥欄に数字がある→⑤ー⑥　ない→⑤

（Ｂ）前年度の年間所定労働日数の算出

（Ｃ）平均賃金額の算出

（Ｄ）（Ｄ）

（Ｅ） （Ｅ）

（Ｄ）（Ｄ）

60％以上必須60％以上必須

上限8,330円上限8,330円


